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住民支え合いマップへの取り組みがもたらす地
域の変容―岩手県洋野町を事例として
青澤　　希
　高齢化・過疎化により、地域社会における支え合い
の脆弱化が社会的な課題となっている。その脆弱化か
ら生じる高齢者の社会的孤立や災害時の要援護者支援
の問題を解決する手法の一つに、要援護者と支援者の
ネットワークを可視化する「住民支え合いマップ」が
ある。本研究ではこの住民支え合いマップを取り上
げ、マップへの取り組みがもたらす地域の変容を明ら
かにすることを目的とした。
　調査方法としては、岩手県洋野町、及び比較するた
めに滝沢村での取り組みを事例として、マップづくり
関与者を対象に量的調査とヒアリングを実施した。
その結果、要援護者と、支援者であるサロンボランティ
アや民生委員等を対象とする量的調査により、マッ
プづくりによって関わりをもつ人自身や地域が「変化
した」との認識をもつことを明らかにした。その際、
洋野町と滝沢村における民生委員のマップづくりの評
価を比較したが、地域性による差異はみられず、両者
にマップづくりに取り組むことによる自身や地域の変
化が量的に検証された。また、洋野町の 4 つのモデル
地区におけるマップづくり関与者ヒアリングにより、
長期間におけるマップへの取り組みが、孤立した要援
護者へのフォーマルサービスの提供や近隣住民の見守
りなどのインフォーマルな支援をもたらし、それが相
互的なネットワーク形成へと変わっていくという変容
を、段階的に明らかにした。しかし、要援護者と住民
の相互的なネットワークを構築していくためには、当
事者である要援護者にマップづくりの情報を説明し、
マップづくりへの同意を得て、要援護者自身がマップ
づくりに参加するなどの新たな手法をとることも必要
である。
　このように、本研究では、住民支え合いマップへの
取り組みがもたらす地域の変容を明らかにするととも
に、マップづくりにおける当事者への情報開示と参加
など、マップづくりの実践的手法の変革とその効果検
証が、今後に残された課題であることを指摘した。
介護支援専門員の資質が事業所経営に及ぼす影響
―岩手県内の調査をもとにして―
熊谷　雅順
　介護支援専門員（ケアマネジャー）は、介護保険制
度の要として、ケアマネジメントを使い、地域の高齢
者支援を行う専門職であるが、所属する居宅介護支援
事業所は、少子高齢化による社会保障費増大の影響等
も受け、赤字の事業所が多く経営が厳しい状況であ
る。契約に基づいて介護サービスを利用する仕組みの
この制度では、利用者に選ばれるための企業努力が必
要となっている。つまり、今後の社会福祉の財務管理
は、質の良いサービスを提供し利用者確保に努めてい
く福祉事業者の福祉経営のあり方が重要性を帯びてく
ることが考えられる。このような背景から本研究で
は、介護支援専門員の資質が事業所経営に及ぼす影響
を明らかにすることを目的とするものである。
　研究方法は、先行研究等の分析、予備調査、質問紙
作成、岩手県内 375 箇所の居宅介護支援事業所（悉皆）
の管理者及び介護支援専門員を対象とした量的調査、
経営状況別９ケースの質的調査を実施した。
　結果は、量的調査では、事業所収支と介護支援専門
員の資質項目のクロス分析にて、0.1％水準で、有意
な差が認められ、介護支援専門員の資質の自己評価が
高いほど、事業所が黒字経営になることが検証され
た。これは、表側と表頭を入れ替えた形での分析でも、
同じような結果が得られた。また、質的調査により、
介護支援専門員の資質は、事業所の経営に関連がある
と全ての事業所の管理職が考えていることが明らかに
なったほか、年棒制や地域外利用者の拡大、外部研修
参加、職員教育等の企業努力で、黒字安定している事
業所もあり、資質向上に関する意識的な部分や企業努
力等も含む上で、資質と経営安定の関連性があるとい
うことが検証された。
　しかし、今回の分析データはあくまでも介護支援専
門員の自己評価によるものであるため、利用者や第三
者による介護支援専門員の資質に対する評価と、事業
所経営との関係を明らかにすることが、今後の残され
た課題である。
